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（様式第1号）
令和　　年　　月　　日

質　　問　　書

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　
FAX　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　

福井県道路照明灯ＬＥＤ化事業について、次のとおり質問書を提出します。
	質問内容

























注　募集要領や提出書類等の該当箇所を記載すること。
（様式第2号）
令和　　年　　月　　日

福井県知事　石田　嵩人　様

参加申込書

提出者（グループの代表構成員）

所   在   地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　（代表者印）  
                        実務担当責任者
電話
FAX
Eメール

　下記事業の募集要領に基づく選定について参加を申し込みます。なお、この参加申込書および添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。



事業名：福井県道路照明灯ＬＥＤ化事業









注　グループの代表構成員名を記載すること。




（様式第3号）
令和　　年　　月　　日

福井県知事　石田　嵩人　様

グループ構成表

　福井県道路照明灯ＬＥＤ化事業の募集要領に基づく選定の参加について、以下の構成員で申請します。

代表構成員
所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　					（代表者印）
電話　　
FAX　　
担当役割　　
主な業務　　

構成員
所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　					（代表者印）
担当役割    
　主な業務　　

所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　					（代表者印）
担当役割　　
主な業務　　


注　応募者の構成員すべてを明らかにし、各々の役割分担を明確にすること。

所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　					（代表者印）
担当役割    
　主な業務　　

所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　					（代表者印）
担当役割　　
主な業務　　

所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　					（代表者印）
担当役割　　
主な業務　　

所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　					（代表者印）
担当役割　　
主な業務　　








注１　応募者の構成員すべてを明らかにし、各々の役割分担を明確にすること。
　　２　記入欄が不足する場合は、適宜追加すること。

（様式第4号の1）
令和　　年　　月　　日



企業概要


所　 在 　地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　（代表者印）
電話
FAX


	資本金
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名

	事業概要
（設立年、事業内容、
年間売上金額、営業所一覧、主要な営業経歴等）
	

	会社の特徴
	












注１　様式第４号の１および４号の２は、すべての構成員が提出すること。
　　　２　様式第４号の３～第４号の６は、該当する構成員はすべて提出すること。
（様式第4号の2）
企業状況表
	商号又は名称
	

	代表者名
	

	債権債務者番号/建設業等許可番号
	　　　　　　　　　/

	ISO　9001認証取得状況
	(認証部署等)
(適用規格)
(審査登録機関)
(登録番号)

	ISO　14001認証取得状況
	(認証部署等)
(適用規格)
(審査登録機関)
(登録番号)

	地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当する。
	□あり(理由：　　　　　　　　　　)
□なし

	現に福井県の指名停止措置を受けている。
	□あり(理由：　　　　　　　　　　)
□なし

	会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立ておよび民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがされている。
	□あり(理由：　　　　　　　　　　)
□なし

	役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員またはその支店もしくは常時契約を締結する事務所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である。
	□あり(理由：　　　　　　　　　　)
□なし

	暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）または暴力団員が経営に実質的に関与している。
	□あり(理由：　　　　　　　　　　)
□なし

	役員等が自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもって、暴力団または暴力団員の利用等をしている。
	□あり(理由：　　　　　　　　　　)
□なし

	役員等が、暴力団もしくは暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど直接的もしくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、または関与している。
	□あり(理由：　　　　　　　　　　)
□なし

	役員等が暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している。
	□あり(理由：　　　　　　　　　　)
□なし


注１　必要事項を記入し、対応する□を黒塗りにすること。
　２　債権債務者番号はすべての構成員が記入し、建設業許可番号は該当する構成員が記入すること。


（様式第4号の3）
有資格技術職員内訳表

	有資格技術職員内訳
	人　　数
	技術職員合計

	電 気 工 事
	１級電気工事施工管理技士
	人
	












人

	
	２級電気工事施工管理技士
	人
	

	
	第１種電気工事士
	人
	

	
	第２種電気工事士
	人
	

	
	電気主任技術者（第１種）
	人
	

	
	電気主任技術者（第２種）
	人
	

	
	電気主任技術者（第３種）
	人
	

	
	その他（※）
	人
	

	　技術士
	建設
	人
	

	
	電気電子
	人
	

	
	その他（※）
	
	

	その他（※）
	人
	


注１　表中の「その他（※）」については、可能な範囲で具体的に記入すること。
　　　２　技術職員合計は、一人の技術職員が複数の資格を保有していても一人とカウントする。
　　　３　本事業に参加予定の技術職員数ではなく、構成員の会社に所属する技術職員の人数を記載すること。
　　　４　有資格者の免状等の写しまたは監理技術者資格者証および監理技術者講習修了証（両面）の写し（下請契約の代金額の合計が５，０００万円以上となる場合）を提示または提出する必要はないが、確認のため別途、提示または提出を求めることがある。


（企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）









（様式第4号の4）
各役割の業務実績表
	氏名
	実務経験年数

資　格
	過去に従事したＥＳＣＯ事業等
類似業務の実績

	
	
	実施年数
工　期
	立場
（役職等）
	事業名
発注名
契約金額
業務概要

	氏名

	経験年数　　年
	
	
	

	
	資格の種類
	
	
	

	氏名

	経験年数　　年
	
	
	

	
	資格の種類
	
	
	

	氏名

	経験年数　　年
	
	
	

	
	資格の種類
	
	
	

	氏名

	経験年数　　年
	
	
	

	
	資格の種類
	
	
	



注１　本提案における実務上の各役割の責任者を記入すること。役割を追加する場合は適宜表を追加すること。
　　　２　ＥＳＣＯ事業等の実績には、省エネ診断、建築・設備設計、工事、施工管理の実績も含む。

　　　

（企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（様式第4号の5）
ESCO関連事業実績一覧表

	事業件名
	発注者
	受注
形態
	契約
金額
(千円)
	契約
年月日
	契約
期間
	施設の概要
	システム
	主な契約内容

	
	
	
	
	
	
	用途
	構造・規模・数量等
	改修
工事
完了
年月
	開発の
有無
	保守管理の有無
	概要
	対象
機器
	全体の省エネルギー率
	パフォーマンス契約の有無と種類(ギャランティード:G/シェアード:S)
	保証の
有無
	計測･検証の有無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	有･無
	有･無
	
	
	％
	有(Ｇ･Ｓ)･無
	有･無
	有･無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	有･無
	有･無
	
	
	％
	有(Ｇ･Ｓ)･無
	有･無
	有･無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	有･無
	有･無
	
	
	％
	有(Ｇ･Ｓ)･無
	有･無
	有･無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	有･無
	有･無
	
	
	％
	有(Ｇ･Ｓ)･無
	有･無
	有･無



注１　受注形態の欄には、単独、グループの別を記入すること。
　　２　ESCO事業におけるパフォーマンス契約とは、省エネルギー改修による経費削減分ですべての経費を賄う契約であり、その中で、ギャランティード・セイビングス契約では
　　　発注者が資金調達を行い、シェアード・セイビングス契約はESCO事業者が資金調達を行う形態となる。
　　３　上記の各契約の内容を証明できる書類（契約書の写し等）を提出すること。なお、証明書類は必要最低限の記載箇所の提出で原則構わないが、必要に応じて別途、詳細の提示を求めることがある。

（企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　）
（様式第4号の6）
同 種 工 事 の 施 工 実 績

　業務名：福井県道路照明灯ＬＥＤ化事業　
企業名：　　　　　　　　　　　　　
	工　事　概　要　等
	発注者名
	

	
	工 事 名
	

	
	工事箇所
	

	
	請負金額
	円（　　　　　　　　　円）

	
	工　　期
	　平成・令和　　年　　月　　日　～　平成・令和　　年　　月　　日

	
	受注形態
	

	
	工事概要
	



注１　記載する同種工事の実績の件数は１件でよい。
２　請負金額の（　）は、共同企業体の場合の全体額を記入すること。
３　受注形態は、単体又は○○・□□共同企業体と記載すること。
４　工事概要は、評価基準に該当する工事であることが確認できるように記載すること。
５　当該工事の内容を証明できるもの（コリンズの写し等）を添付すること。
６　道路照明灯の新設および電球交換等の工事を対象とする。

（様式第5号）
令和　　年　　月　　日

　福井県知事　石田　嵩人　様

提案辞退届

申請者（グループの代表構成員）
所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　（代表者印）
電話


次の事業への募集に係る選定の参加を以下の理由により、辞退します。



事業名称：福井県道路照明灯ＬＥＤ化事業


提案辞退理由
	



注　グループの代表構成員を記載すること。


（様式第6号）
令和　　年　　月　　日

　福井県知事　石田　嵩人　様

企画提案書提出届

申請者（グループの代表構成員）
所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　（代表者印）
電話


次の事業に関しまして、下記の提案書類を提出いたします。


事業名称：福井県道路照明灯ＬＥＤ化事業

	該当欄
	提　出　書　類

	□
	企画提案総括表（様式第7号の1～様式第7号の3）

	□
	見積提案書（様式第8号）

	□
	現地調査および電力契約の調査・照合に関する提案書（様式第9号）

	□
	管理台帳更新に関する提案書（様式第10号）

	□
	使用機器提案書（様式第11号）

	□
	工事対応の計画書（様式第12号の1～様式第12号の2）

	□
	維持管理等提案書（様式第13号の1～様式第13号の2）

	□
	計測・検証計画書（様式第14号）

	□
	県内工事業者等の活用に関する提案書（様式第15号）

	□
	契約終了時の対応（様式第16号）

	□
	その他の提案（様式第17号）



注１　グループの代表企業名を記載すること。
　　　２　提出書類について、該当するものを黒塗りすること。



（様式第7号の1）

企画提案総括表

提案の全体像がわかるよう概要を記載するとともに、創意工夫している点について記載　すること。

提案の概要
	


注　Ａ４版２枚以内とし、図表の記載も可とする。
（様式第7号の2）

企画提案総括表

改修提案項目一覧表
	提案項目
	電気料金削減額
	維持管理費削減額
	エネルギー削減量
	年  間
削減額
	工事他
投資額
	単  純
回収率

	
	削減額
円／年
	削減率
％
	削減額
円／年
	削減率
％
	削減量
kWh/年
	削減率
％
	円／年
(A)
	円
(B)
	年
(B/A)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　すべて消費税込（10%）で記載すること。
２　根拠資料についても提出すること。
（様式第7号の3）

企画提案総括表

ＥＳＣＯサービス期間における事業収支を下表に基づき記載すること。



契約内容提案書
	①
	年間削減予定額
	円／年
	

	②
	年間削減保証額
	円／年
	

	③
	初期投資費
	円
	

	④
	ＥＳＣＯサービス料
（年間維持管理費）
	円／年
	

	⑤
	ＥＳＣＯサービス期間
	年
	

	⑥
	ＥＳＣＯサービス料
（維持管理費総額）
	円
	④×⑤

	⑦
	削減予定総額
	円
	①×⑤

	⑧
	削減保証総額
	円
	②×⑤

	⑨
	ＥＳＣＯサービス料総額
	円
	③＋⑥

	⑩
	県の保証利益総額
	円
	⑧－⑨


注１　すべて消費税込（10%）で記載すること。
　　　２　⑨ＥＳＣＯサービス料総額は募集要領の支払限度額を超えてはならない。
　　　３　根拠資料についても提出すること。










（様式第8号）

見積提案書





初期投資に係る費用を記載すること。
	項　　　　目
	金  額 （円）
	備　　　考

	現地調査費
	円
	

	電力会社事務手続費
	円
	

	設計費
	円
	

	工事費（材料費）
	円
	

	工事費（施工費）
	円
	既設設備の撤去・処分費含む

	管理費
	円
	

	その他
	円
	

	合　　計
	円
	


　注１　表中の「その他」については、別途内訳書を添付すること。
　　２　すべて消費税込み（10％）で記載すること。
　　３　根拠資料についても提出すること。






（様式第9号）

現地調査および電力契約の調査・照合に関する提案書

現地調査および電力契約の調査・照合に関して、下記の内容を記載すること。

１　既設道路照明灯（既にＬＥＤ化されている道路照明灯等を含む）の設置位置や灯具の種類、引込方法等の調査方法、調査の体制について
２　電力契約の調査・照合方法、改修後の契約変更について
	


注　Ａ４版２枚以内とし、図表の記載も可とする。



（様式第10号）

管理台帳更新に関する提案書

県が保有する社会インフラ管理プラットフォームのデータ更新を円滑に行う方針について記載すること。

	
































注　Ａ４版２枚以内とし、図表の記載も可とする。
（様式第11号）

使用機器提案書

提案する使用機器に関して、下記の内容を記載すること。

１　使用するＥＳＣＯ設備の機能性能（姿図、仕様書、設計図に基づいた内容説明、数値的根拠、使用機器に関するエネルギー消費状況および耐久性の評価内容）について
　（仕様書は別添扱い可）
２　県の利益を考慮した機器選定に関する工夫について
３　既設の安全開閉器、ケーブル、分電盤等の考え方について
４　既設デザイン照明灯をＬＥＤ化する手法等について
５　供給体制について

	


注　Ａ４版４枚以内とし、図表の記載も可とする。また、灯具等の仕様書については別添扱いとし、枚数の制限には含めない。
（様式第12号の1）

工事対応の計画書

　ＥＳＣＯ設備の改修工事等に関する事項について記載すること。
　１　施工の完了年月日
　２　具体的な施工体制（有資格者等の配置状況等）
３　各土木事務所管内の構成員の役割
４　電気料金契約の更新体制
５　既設道路照明灯の撤去に関する処理方法
６　安全管理、工程管理、品質管理等において特に重要と判断する事項
７　県の利益創出に繋がる提案
	


注　Ａ４版４枚以内とし、図表の記載も可とする。また、工程表等については別添扱いとし、枚数の制限には含めない。
（様式第12号の2）

工事対応の計画書
施工体制
　各土木事務所を担当する施工役割および維持管理役割を明記すること。

	事務所名
	担当する施工役割
	担当する技術者

	福井土木事務所
	
	

	三国土木事務所
	
	

	奥越土木事務所
	
	

	丹南土木事務所
	
	

	敦賀土木事務所
	
	

	小浜土木事務所
	
	




	事務所名
	担当する維持管理役割
	担当者

	福井土木事務所
	
	

	三国土木事務所
	
	

	奥越土木事務所
	
	

	丹南土木事務所
	
	

	敦賀土木事務所
	
	

	小浜土木事務所
	
	



注１　施工役割および維持管理役割は兼務することができる。
　２　記入欄が不足する場合は、適宜追加すること。

（様式第13号の1）

維持管理等提案書
　１　ＥＳＣＯ設備および既設道路照明灯の維持管理計画書
次の事項について記載すること。
１　具体的な維持管理体制
２　各土木事務所管内の構成員の役割
３　コスト削減、サービス水準の向上等の視点で工夫している点
４　保証面等で工夫している点
５　月次実績報告の書式案
	









注　Ａ４版４枚以内とし、図表の記載も可とする。

２　維持管理見積書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（消費税込（10%））
	項　　　目
	金額（円／年）
	備考（算出根拠）

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	合　　　計
	円
	


注　毎年要する費用を記載し、別途作成する内訳がある場合は添付すること。


（様式第13号の2）

維持管理等提案書

緊急時対応計画書
　提案の安全性や信頼性、また、事故発生時や災害発生時を含む緊急時の対応方法についての考え方、対応時の体制を具体的に記載すること。

	


注　Ａ４版２枚以内とし、図表の記載も可とする。


（様式第14号）

計測・検証計画書

１　エネルギー削減効果等の計測・検証方法、頻度

	項 目
	エネルギー削減効果等の計測・検証方法、頻度

	
	

	
	



２　計測・検証費見積額
（消費税込（10%））
	項　　　目
	金額（円／年）
	備考（積算根拠等）

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	合　　計
	円
	


注　毎年かかる経費を記載し、内訳を添付すること。



３　その他
　　計測・検証業務を行う上で、コスト削減およびサービス水準の向上等の視点で、工夫している点があれば、Ａ４版２枚以内で記載すること。







（様式第15号）
県内工事業者等の活用に関する提案書

〇再委託
　投資額（ＥＳＣＯ設備改修費用および維持管理費）に占める、管内企業への再委託予定額の割合および再委託予定業者数を記載すること。
　１　改修工事等
	事務所名
	再委託予定額
	管内企業への
再委託予定額
	管内企業への
再委託予定額の割合

	福井土木事務所
	円
	円
	％

	三国土木事務所
	円
	円
	％

	奥越土木事務所
	円
	円
	％

	丹南土木事務所
	円
	円
	％

	敦賀土木事務所
	円
	円
	％

	小浜土木事務所
	円
	円
	％



	事務所名
	再委託予定業者数
	管内企業への
再委託予定業者数
	管内企業への
再委託予定業者数の割合

	福井土木事務所
	社
	社
	％

	三国土木事務所
	社
	社
	％

	奥越土木事務所
	社
	社
	％

	丹南土木事務所
	社
	社
	％

	敦賀土木事務所
	社
	社
	％

	小浜土木事務所
	社
	社
	％




２　維持管理等
	事務所名
	再委託予定額
	管内企業への
再委託予定額
	管内企業への
再委託予定額の割合

	福井土木事務所
	円
	円
	％

	三国土木事務所
	円
	円
	％

	奥越土木事務所
	円
	円
	％

	丹南土木事務所
	円
	円
	％

	敦賀土木事務所
	円
	円
	％

	小浜土木事務所
	円
	円
	％





	事務所名
	再委託予定業者数
	管内企業への
再委託予定業者数
	管内企業への
再委託予定業者数の割合

	福井土木事務所
	社
	社
	％

	三国土木事務所
	社
	社
	％

	奥越土木事務所
	社
	社
	％

	丹南土木事務所
	社
	社
	％

	敦賀土木事務所
	社
	社
	％

	小浜土木事務所
	社
	社
	％



注１　「管内企業」とは、各土木事務所管内に主たる営業所を有する企業とする。
　２　ＥＳＣＯ設備改修費用および維持管理費は、「（様式第８号）工事費（施工費）」および「（様式第１３号の１）維持管理費」の金額とする。
　３　施工役割および維持管理役割を担う者が直接行うＥＳＣＯ設備改修および維持管理は、「再委託予定額」「再委託予定業者数」に含まない。
　４　上位注文者が管外企業の場合、その下位注文者はすべて管外再委託とする。
上位企業が管外の
構成員
施工役割
or
維持管理役割
（自社分：100,000千円）
請負額：200,000千円
管内企業への再委託
管外企業への再委託

a社(管内)
請負額：60,000千円
（自社分：20,000千円）
ため管内再委託には
再委託を予定している企業
１次
2次
3次
含まない
c社(管内)
請負額：30,000千円
（自社分：20,000千円）
h社(管内)
請負額：8,000千円
（自社分：8,000千円）
d社(管外)
請負額：10,000千円
（自社分：2,000千円）
b社(管外)
請負額：40,000千円
（自社分：30,000千円）
g社(管内)
請負額：10,000千円
（自社分：10,000千円）
f社(管内)
請負額：5,000千円
（自社分：5,000千円）
e社(管外)
請負額：5,000千円
（自社分：5,000千円）














例えば，上図のように計画する場合、再委託を予定している企業のa社およびc社、g社の全請負額は管内企業への再委託予定額とみなす（管内業者であるf社、h社分は管外再委託予定額に含む）。
管内企業への再委託予定額割合 ＝（a社請負額－d社請負額）／構成員請負額×100＝（60,000千円－10,000千円）／200,000千円×100＝25.0%→　25%（整数・切上げ）



（様式第16号）

契約終了時の対応

　契約期間終了後の引き継ぎ等の対応、実際の設備と管理台帳、電力契約の不整合等の防止対策について記載すること。
	

































注　Ａ４版２枚以内とし、図表の記載も可とする。
（様式第17号）

その他の提案

独自の工夫、ノウハウについて記載すること。（更なる電気料金削減方法、デジタル活用など）

	


注　Ａ４版３枚以内とし、図表の記載も可とする。

